
るものとする。

　学校給食センターについては，新市に引き継ぐものとし，給食費については，合併翌年度に統一するよう

調整するものとする。

○生涯学習事業の取扱い

〔調整方針〕

　生涯学習事業については，原則として新市に引き継ぎ，合併時或いは合併翌年度に統一するものとする。

ただし，差異のある事業については，その実施方法や内容について新市において調整するものとする。

【第１２回合併協議会】（平成１６年３月２９日・境町役場大会議室）

［協議事項］

協議第１４号　新市の事務所の位置について

協議第１６号　新市の名称について

協議第１７号　新市まちづくり計画（素案）について…別表１参照

［行政制度等の調整方針案］

（継続）

協議検討項目番号１４　一部事務組合等の取扱い

協議検討項目番号１５　使用料・手数料等の取扱い

協議検討項目番号１６　公共的団体等の取扱い

協議検討項目番号１７　補助金・交付金等の取扱い

協議検討項目番号１８　行政連絡機構の取扱い

協議検討項目番号２１　事務事業の取扱い

　　　　　　　　　　分類番号１１　農林水産事業の取扱い

　　　　　　　　　　分類番号１３　水道事業の取扱い

　　　　　　　　　　分類番号１４　下水道事業の取扱い

（新規）

協議検討項目番号９　地方税の取扱い

協議検討項目番号２１　事務事業の取扱い

　　　　　　　　　　分類番号２　納税の取扱い

　　　　　　　　　　分類番号７　国民健康保険事業の取扱い

［議決事項］

議案第３号　平成１６年度岩井市・猿島町・境町合併協議会事業計画について

議案第４号　平成１６年度岩井市・猿島町・境町合併協議会予算について

［協議会概要］

　第１２回合併協議会では，協議事項として「新市の事務所の位置について」「新市まちづくり計画（素案）に

ついて」及び「行政制度等の調整方針案について」協議するとともに，議決事項として平成１６年度事業計画，予

算について協議した。

　新市の事務所の位置については，石塚会長から「市長・町長，議長の６者で，１月１９日から，８回にわたり

会議を開催するなど協議を進めています。協議の過程において，合併協議会へ提案する際は，分庁方式にお

ける各庁舎への機能の配置案と，新庁舎の建設位置を，同時にセットで提案することを６者で合意し，それ

らの観点から協議をして，十分理解が見いだせる段階にきています。しかし，今後も十分な協議をしていく

必要があります。合意形成を図るための協議を引き続き行うので，今しばらくお時間をいただきたい。」と報

告された。

　新市まちづくり計画（素案）については，合併協議会委員からの意見等を踏まえ，修正された『素案』を

協議・検討した。今後は県との事前協議を行い『最終案』を作成し，県との正式協議を経て策定することと

なった。

　行政制度等の調整方針案については，前回からの継続である８件について決定した。新規案件である３件
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については，次回以降も協議検討を行うこととした。

　なお，新市の名称については，新市の事務所の位置に係る案件と合わせて協議することが適当であるとの

観点から，以後，改めて協議することとなった。

　〈別表１〉　新市まちづくり計画（素案）について（抜粋）

　新市まちづくり計画は，新市のビジョンを示すもので，ここで位置づけた事業に対しては，合併特例

債をはじめとした合併にかかわる財政支援措置を受けることができる。

○人口等の想定　新市１０万人（平成２６年目標）

○土地利用構想　都市的土地利用の推進，道路体系の整備，水と緑のネットワークの構築

○基本構想　

　【基本構想を実現するための分野別計画】

１　快適な暮らしと安全を支えるまちづくり（都市基盤・安全対策）

２　人と自然に優しい環境づくり（環境）

３　飛躍的に増大する交流・連携を生かしたまちづくり（産業）

４　福祉，医療の充実による笑顔のあふれる社会づくり（福祉・健康）

５　過去，現在，未来をつなぐ文化の継承と未来を築く人づくり（教育・文化）

６　心かよう交流社会の形成と住民参加のまちづくり（住民参加・交流・コミュニティ）

７　新市のまちづくりを支える行財政基盤の確立（行財政）

　【分野別計画を推進する５つのプロジェクト】

１　野菜生産地ブランド拡充プロジェクト

２　新交流連携プロジェクト

３　交通ネットワーク整備プロジェクト

４　育み・支えあうまちづくりプロジェクト

５　資源循環型社会のリーディング都市づくりプロジェクト

○財政計画　

　【合併による削減効果】　人件費　　　　　　約６３億円（１０年間）

　　　　　　　　　　　　物件費・補助費等　約３６億円

　【財政支援制度の活用】　

　・地方交付税　　合併直後の臨時的経費に係る財政措置（普通交付税，５カ年） 約６．６億円

　　　　　　　　　新たな特別交付税措置（特別交付税，３カ年） 約８．５億円

　・国・県補助金　合併市町村補助金（国，合併から３カ年） ４．５億円

　　　　　　　　　市町村合併特例交付金（茨城県，合併から５カ年） ７．５億円

　・地方債 　　合併特例債の発行 約２９０億円

※行政制度等の調整方針（第１２回合併協議会決定内容）

○一部事務組合等の取扱い

〔調整方針〕

　１市２町が構成団体として加入している一部事務組合等については，合併の日の前日をもって脱退し，新

市において合併の日に加入するものとする。

○使用料・手数料等の取扱い

〔調整方針〕

　１市２町で差異のない使用料・手数料等については，原則現行のとおりとし，差異のある使用料・手数料

等については，新市における住民の一体性の確保や，負担公平の原則から，適正な料金として調整するもの

とする。

○公共的団体等の取扱い
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〔調整方針〕

　公共的団体等については，新市の一体性の速やかな確立に資するため，各団体の実情を尊重しながら統合

整備に努めるものとする。

１．１市２町で共通している団体については，合併時に統合するよう調整に努めるものとする。

２．独自の目的を持った団体については，合併時までに調整に努めるものとする。

３．統合に時間を要する団体については，３年以内を目途に統合するよう調整に努めるものとする。

○補助金・交付金等の取扱い

〔調整方針〕

　同種の補助金・交付金等については，原則として統一を図るよう調整するものとし，独自の補助金・交付

金等については，従来からの経緯や実情等に配慮しつつ調整を図るものとする。

　また，合併後においても，その事業目的や実績・効果並びに新市全体の均衡の観点から総合的に評価し，

逐次調整を行うものとする。

○行政連絡機構の取扱い

〔調整方針〕

　行政連絡機構については，合併時は現行のとおりとし，合併後３年以内を目途に統一するものとする。

○農林水産事業の取扱い

〔調整方針〕

　農林水産事業については，生産者や各関係団体と引き続き連携を図りながら，新市の事業を推進するもの

とする。

　生産者に係る支援制度については，合併時に統一するものとし，土地改良等の継続事業については，新市

に引き継ぐものとする。

○水道事業の取扱い

〔調整方針〕

　１市２町の水道事業に係る整備計画については，新市に引き継ぎ，継続して実施していくものとする。

　水道料金等については，合併後３年以内を目途に調整，統一するものとする。

○下水道事業の取扱い

〔調整方針〕

　１市２町で実施している下水道事業，農業集落排水事業については，引き続き実施していくものとする。

　下水道事業，農業集落排水事業の各種制度については，合併後３年以内を目途に調整，統一するものとす

る。ただし，合併前に決定された各下水道事業区域の負担金及び各農業集落排水事業区域の分担金について

は，現行のとおりとする。

【第１３回合併協議会】（平成１６年４月２０日・岩井市立総合体育館卓球場）

［協議事項］

協議第１４号　新市の事務所の位置について

協議第１６号　新市の名称について…別表１参照

［行政制度等の調整方針案］

（継続）

協議検討項目番号９　地方税の取扱い

協議検討項目番号２１　事務事業の取扱い

　　　　　　　　　　分類番号２　納税の取扱い

　　　　　　　　　　分類番号７　国民健康保険事業の取扱い

（新規）

協議検討項目番号１０　一般職の職員の身分の取扱い

［協議会概要］

　第１３回合併協議会では「新市の事務所の位置について」「新市の名称について」「行政制度等の調整方針案」

について協議した。
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　新市の事務所の位置について（案）は，１市２町の市長・町長，各議会議長の６者で構成する会議において

とりまとめられた案が提案され，協議した。

　新市の事務所の位置についての案件は，次回以降への継続協議とした。

　新市の名称（案）については，新市名称検討小委員会が報告した名称候補１０点について，委員の投票を行

い，上位３点を選ぶ。名称は「坂東市」「緑野市」「将門市」の３点。

　３点の中から，次回以降の協議により，新市名称を決定する。

　行政制度等の調整方針案については，前回からの継続である３件について決定。

　茨城県の人事異動に伴い，学識経験者委員として，大崎正昭委員（茨城県県西地方総合事務所長）と笠尾

卓朗委員（茨城県地域計画課長）に委嘱した旨を報告した。

　〈別表１〉　新市の名称について（抜粋）

　第１３回合併協議会において，小委員会から報告のあった１０点の新市名称候補の中から，県職員の委員

（３人）を除く２７名の委員の投票により，３点に絞り込んだ。

　今後は，この３点の名称候補について，合併協議会において協議を行い，新市名称を決定する。

　新市名称候補

坂東市（ばんどう），緑野市（みどりの），将門市（まさかど）

　名称候補絞り込みのための投票結果

※投票方法：２７名の委員が，名称候補１０点の中から委員１人２点を選定し，第１位，第２位の順位を付し，投票
した。
第１位には２点，第２位には１点の得点を付与した。

　

※行政制度等の調整方針（第１３回合併協議会決定内容）

○地方税の取扱い

〔調整方針〕

　１市２町で差異のある税制については，原則合併時に統一するものとする。

　法人市民税の法人税割の税率については，１４．７％とするものとする。ただし，市町村の合併の特例に関す

る法律第１０条第１項の規定を適用し，合併が行われた日の属する年度は現行のとおりとするものとする。

　都市計画税については，合併時に岩井市の制度に統一するものとする。ただし，猿島町，境町においては，

市町村の合併の特例に関する法律第１０条第１項の規定を適用し，合併が行われた日の属する年度及びこれに

続く５年度について課税を免除するものとする。

○納税の取扱い

〔調整方針〕

　新市の納税の取扱いについては，口座振替制度とし，その他の差異のある制度については，合併時に統一

するものとする。

○国民健康保険事業の取扱い

〔調整方針〕

－ ４１ －

名　

称

 
下  
総 
市

し
も 
ふ
さ

 
坂  
東 
市

ば
ん 
ど
う

 
大  
利  
根 
市

お
お 
と 

ね

 
緑  
野 
市

み
ど
り 
の

 
利  
根 
市

と 

ね

 
幸 

市

さ
い
わ
い

 
将  
門 
市

ま
さ 
か
ど

み
ど
り
の
市

む
つ
み 
野 
市

の

 
西  
南 
市

せ
い 
な
ん

得　

点

（
ポ
イ
ン
ト
）

１
　
２４９

　
２０７８

　
１０１０１



　国民健康保険制度については，原則合併時に統一するものとする。

　税率については，住民負担や医療費の動向を勘案しながら調整し，合併翌年度に統一するものとする。

　人間ドック補助事業，医療福祉事業については，合併翌年度に統一するものとする。

【第１４回合併協議会】（平成１６年５月１１日・猿島町中央公民館講堂）

［協議事項］

協議第１４号　新市の事務所の位置について…別表１参照

協議第１６号　新市の名称について…別表２参照

［行政制度等の調整方針案］

（継続）

協議検討項目番号１０　　一般職の職員の身分の取扱い

［協議会概要］

　第１４回合併協議会では新市の事務所の位置について，新市の名称について，行政制度等の調整方針案につ

いて協議した。

　新市の事務所の位置については，第１３回の合併協議会で提案された内容について協議・検討し，原案のと

おり決定した。

　新市の名称については，第１３回の合併協議会で絞られた３つの名称候補について協議・検討し最終的には

投票により『坂東市（ばんどうし）』に決定した。

　行政制度等の調整方針案については，前回からの継続である１件について決定した。

　〈別表１〉　新市の事務所の位置について（抜粋）

　新市の事務所の位置については，市長，町長及び議長を構成員とする６者協議で１０回にわたり会議を

開催し，合併協議会へ提案する案がとりまとめられた。この案は，第１３回合併協議会に提案され，第１４

回合併協議会において，引き続き協議・検討を行い，原案のとおり決定した。

　決定内容

新市の事務所の位置について

１　分庁方式を採用することとし，それぞれ岩井庁舎，猿島庁舎，境庁舎と呼称する。

　①新市の事務所の位置は，岩井庁舎の位置とする。

　②各庁舎へ配置する機能は，原則として，岩井庁舎へは総務部門，企画部門，市民部門，環境部

門，商工観光部門を，猿島庁舎へは保健福祉部門，農政部門，農業委員会を，境庁舎へは企画

（電算）部門，交通防災部門，建設部門，教育部門，議会を配置することとする。

２　合併後の新庁舎の建設については，その位置は１市２町の接点（境界点）や中心点を踏まえ，

概ね中心部とする。

　新市の事務所の位置　決定までの経過
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内　　容合併協議会など年　月

事務所の位置の検討方法について協議・検討第４回Ｈ１５．８

事務所の位置の検討方法について決定第５回Ｈ１５．９

１市２町の事務所の現況について確認第６回Ｈ１５．１０

つくば市で合併後の事務所の形態等について研修視察研修Ｈ１５．１１

事務所の形態ごとの留意事項を踏まえて，合併後の事務所のあり方に
ついて協議・検討

第８回Ｈ１５．１２

市長・町長，各議長の６者間で協議し，案を作成することとなる第９回Ｈ１６．１

合併協議会へ提案する案を検討６者協議（１０回）Ｈ１６．１～４

事務所の位置について（案）を提案第１３回Ｈ１６．４

事務所の位置について，原案どおり決定第１４回Ｈ１６．５



　〈別表２〉　新市の名称について（抜粋）

　第１４回合併協議会では，第１３回合併協議会で絞られた名称候補３点から名称を決定する方法につ

いて協議した。

　決定方法は，県職員の委員（３人）を除く２７人の投票により行うこととした。

　投票により，３分の２以上の票（１８票）を獲得した名称がある場合は，その名称を新市名称として

決定，３分の２に達するものがない場合は，委員の協議または上位２点の決選投票により決定するこ

ととした。

　この方法で投票を行った結果，最初の投票で「坂東市」が１９票（３分の２以上）獲得し，新市名

称として決定した。

　続けて，坂東市（ばんどうし）を応募頂いた方の中から，名付け親大賞１名と，名付け親賞５名

の抽選を行った。

　　

　

　新市名称決定までの経過
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投票結果
坂　東　市

名称選定理由
　この地域は，歴史的にも古くから坂東と呼ばれ，坂東太郎（利根川）や坂東武者
もイメージでき，関東地方の中心となる雄大で力強い新市を期待できる。
坂東太郎（利根川）として地理的な位置がイメージできる。（小委員会報告書より）
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１９８
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古　矢　義　明　様◎名付け親大賞

中　山　建　夫　様

○名付け親賞

倉　持　はつの　様

忍　田　　　明　様

藤　井　てる子　様

武　井　ケエ子　様

内　　容合併協議会等年　月

新市名称の検討方法について協議・検討第４回Ｈ１５．８

公募すること，及び小委員会を設置し，絞り込みを行うことを決定第５回Ｈ１５．９

公募の際の選定基準（既存名称は使用しないこと等）や検討スケジュー
ルについて決定

第６回
Ｈ１５．１０

応募はがき付き案内チラシを全戸配布―

新市名称公募（１１月１日～３０日）１市２町内在住の小学校４年生以上―

Ｈ１５．１１ 小委員会での名称絞り込み基準等について協議・決定第７回

小委員会のスケジュール等について協議第１回小

応募総数２，５５３点の中から有効・無効の審査を行い，名称候補を１，８０６
点とする。
第１次選定方法を決定

第２回小
Ｈ１５．１２

第一次選定（委員１人１０点以内）第３回小

第一次選定により６６点に絞り込み
第２次選定方法を決定

第４回小
Ｈ１６．１

小委員会中間報告（応募点数，有効無効の審査結果，第１次選定結果）第９回



　※小は『新市名称検討小委員会』

※行政制度等の調整方針（第１４回合併協議会決定内容）

○一般職の職員の身分の取扱い

〔調整方針〕

　１市２町の一般職の職員は，すべて新市の職員として引き継ぐも

のとする。

　職員数については，新市において定員適正化計画を策定し，定員

管理の適正化に努めるものとする。

　職員の職名及び任用要件については，人事管理及び職員の処遇の

適正化の観点から調整し統一を図るものとする。

　給与については，職員の処遇及び給与の適正化の観点から調整し

統一を図るものとする。

【第１５回合併協議会】（平成１６年５月２８日・境町役場大会議室）

［協議事項］

協議第１８号　合併の期日について…別表１参照

［行政制度等の調整方針案］

（継続）

協議検討項目番号８　地域審議会の設置

（新規）

協議検討項目番号５　財産の取扱い

協議検討項目番号６　議会議員の定数及び任期の取扱い

協議検討項目番号７　農業委員会委員の定数及び任期の取扱い

協議検討項目番号１１　特別職の職員の身分の取扱い

協議検討項目番号１３　組織及び機構の取扱い

協議検討項目番号２０　慣行の取扱い（追加）

協議第１９号　坂東市まちづくり計画（案）について

［報告事項］

報告第１１号　平成１５年度岩井市・猿島町・境町合併協議会事業報告

について

［認定事項］

第１号　平成１５年度岩井市・猿島町・境町合併協議会歳入歳出決算

について

［協議会概要］
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第二次選定を実施（委員１人２点）　１８点に絞り込み第５回小Ｈ１６．１

地名の専門家２人による講話（茨城地方史研究会会長　佐久間好雄氏，
日本地名研究所評議員　谷川彰英氏）
読みや漢字の違う名称の統一１８点→１６点

第６回小

Ｈ１６．２
最終選定　委員の投票により１６点の中から１０点の名称候補を選定第７回小

小委員会最終報告
新市名称を決定する方法について協議

第１０回

名称候補１０点を投票により３点に絞り，その中から協議（投票含む）
により決定することで合意

第１１回Ｈ１６．３

１０点の名称候補を投票により３点に絞り込む第１３回Ｈ１６．４

３点の名称候補の中から投票により新市名称を決定第１４回Ｈ１６．５



　第１５回合併協議会では，合併の期日，行政制度等の調整方針案，坂東市まちづくり計画（案）について，

協議・検討した。また，平成１５年度事業の報告と決算認定をした。

　合併の期日については，これまでの協議で，「合併の期日（目標）は平成１７年３月とする」と合意していた

が，今回の合併協議会においては，具体的な期日について，協議・検討を行い原案どおり「平成１７年３月２２

日」とすることを承認した。

　「地域審議会の設置」については，第８回合併協議会からの継続案件となっており，今回の合併協議会でも

協議・検討されたが，次回以降への継続とする。

　新規案件は６件を協議・検討し，すべて次回への継続協議とした。

　３月の第１１回，第１２回合併協議会において協議・承認した新市まちづくり計画（素案）については，茨城

県との事前協議の結果を踏まえ，首都圏中央連絡自動車道の整備，国道３５４号の整備など１１件の国・県道の整

備のほか，県営畑地帯総合整備事業などの県事業等を位置付けるとともに，『第５部　公共的施設の統合整

備』を加えた，坂東市まちづくり計画（案）について協議・検討した。

　坂東市まちづくり計画（案）については，次回以降も引き続き協議検討を行い，案を承認後，茨城県知事

との本協議を経て，最終決定する予定となった。

　〈別表１〉　合併の期日について（抜粋）

合併の期日について　合併の期日は，平成１７年３月２２日とする。

期日選定の理由

１　第２回合併協議会において，「合併の期日（目標）は平成１７年３月とする」と決定されている。

２　新市への移行作業は，住民サービスが低下しないよう注意を払わなければならない。

　・３月２２日を合併期日とすることにより，２月１６日から３月１５日までの確定申告の期間を避ける

ことができる。

　・３月２２日は，当該日の前が祝日を含め３連休となることから，閉庁期間中において，移行事務

の時間を十分に確保できる。

３　各市町の平成１６年度事業は，極力現行の各自治体において処理することが望ましく，年度末の

３月２２日の合併ならほぼ終了することが可能である。

【第１６回合併協議会】（平成１６年６月２５日・境町役場大会議室）

［協議事項］

協議第１９号　坂東市まちづくり計画（案）について

［行政制度等の調整方針案］

（継続）

協議検討項目番号５　財産の取扱い

協議検討項目番号８　地域審議会の設置

協議検討項目番号１３　組織及び機構の取扱い

協議検討項目番号２０　慣行の取扱い（追加）

協議検討項目番号７　農業委員会委員の定数及び任期の取扱い

協議検討項目番号６　議会議員の定数及び任期の取扱い

協議検討項目番号１１　特別職の職員の身分の取扱い

［協議会概要］

　第１６回合併協議会では，坂東市まちづくり計画（案），行政制度等の調整方針案について，協議・検討した。

　継続案件となっていた坂東市まちづくり計画（案）については，本案のとおり承認され，今後，合併特例

法第５条第３項の規定に基づき，県知事へ申請を行うこととした。

　行政制度等の調整方針案については，継続となっていた「地域審議会の設置」及び新規案件５件を決定し，

「議会議員の定数と任期の取扱い」及び「特別職の職員の身分の取扱い」については，次回以降への継続と
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なった。

　また，６月１７日，市民団体から境町に岩井市及び猿島町と合併することについて町民の意思を問う住民投票

執行請求が提出されたことに伴い，今後，合併協議会を継続していくことが可能であるかどうかを，７月５日

までに決断していただく旨を境町に要請した。

※行政制度等の調整方針（第１６回合併協議会決定内容）

○財産の取扱い

［調整方針］

　１市２町の所有する財産及び債務については，すべて新市に引き継ぐものとする。

　ただし，特定目的基金については，当該事業を推進するための財源として旧市町単位で特例的運用を認め

るものとする。

○地域審議会の設置

［調整方針］

　市町村の合併の特例に関する法律第５条の４第１項の規定に基づく地域審議会を，合併前の１市２町の区

域ごとに設置する。

　地域審議会の組織及び運営に関し必要な事項については，「地域審議会の設置に関する協議」のとおりとす

る。

○組織及び機構の取扱い

［調整方針］

　当面は，現行の岩井庁舎・猿島庁舎・境庁舎を有効に活用する分庁方式とし，庁舎ごとに部門（部課）を

分散配置するものとする。

　各庁舎には，住民サービスの利便性の一層の向上を図れるよう窓口センター及び必要に応じた現地担当組

織を配置するものとする。

○慣行の取扱い（追加）

［調整方針］

　表彰制度については，新市において制定するものとする。ただし，旧市町の名誉市町民については，当該

称号及び待遇を新市に引き継ぐものとする。

○農業委員会委員の定数及び任期の取扱い

［調整方針］

　新市に１つの農業委員会を設置するものとし，１市２町の農業委員会の選挙による委員は，市町村の合併の

特例に関する法律第８条第１項第１号の規定を適用し，合併後１年間引き続き新市の農業委員会の選挙によ

る委員として在任するものとする。

　農業委員会等に関する法律第７条の規定による新市の選挙による委員の定数は，３０人とするものとする。

　新市の選挙の単位は，旧市町の区域に１選挙区を設けることとし，各選挙区において選挙すべき定数は，

新市において定めるものとする。

【第１７回合併協議会】（平成１６年７月９日・猿島町生子菅地区農業構造改善センター）

［協議会概要］

　境町の諸事情により，合併協議会を進めることができなくなった。

　第１７回合併協議会では，当初予定していた案件の協議は行えず，「今後の協議の進め方」を議題として協議

した。

　最初に野村境町長から，石塚岩井市長並びに野口猿島町長に対し，住民投票は避けられない旨及び住民投

票を行うまでの間（概ね二か月）合併協議会を休止してほしいことについて，要請書を読み上げたうえ，提

出された。

　これを受け，岩井市長と猿島町長の連名により，境町長に対し，「早期に住民投票を行うとともに境町議会

の意向も含めて９月中に結論を出すこと」及び「１市２町の合併推進を基本とするが，住民投票の結果によっ

ては，１市２町の合併が困難となる場合も想定されることから，岩井市と猿島町の合併協議会の設置と合併推
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進をせざるをえないこと」の２点についての申し入れがなされた。併せて岩井市長及び猿島町長それぞれの

見解が申し添えられた。

　協議の結果，これらのことについての最終的なとりまとめとして，合併協議会を休止することとされた。

　また，１市２町の合併推進を基本として継続していくものだが，住民投票の結果によっては，１市２町の合

併が困難となることも想定されることから，岩井市，猿島町は１市１町の合併についても並行して検討して

いくこととなった。

�　住民説明会

①期　　間　平成１６年５月２０日～６月９日（１８回　１市２町の小学校区単位）

②出 席 者　会長，副会長，合併協議会委員，助役，収入役，教育長，合併担当課，合併協議会事務局等

③説明内容　合併協議の経過とスケジュール，協議検討項目，新市まちづくり計画（素案）

④説明資料　経過及び協議検討項目に係る資料，新市まちづくり計画（素案）

４　岩井市・猿島町・境町合併協議会の休止
　

　境町において，合併の是非について賛否を問う住民投票が実施されることとなり，境町長から協議会休止

の要請書が提出され，７月９日の第１７回合併協議会を最後に１市２町の合併協議会は休止となる。
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参加人数会　　場地区名日　　時

１２３逆井山小学校体育館逆井・山猿島町午後７時から５月２０日（木）

６８生子菅小学校体育館生子・菅谷猿島町午後７時から５月２１日（金）

７４沓掛小学校体育館沓掛猿島町午後７時から５月２２日（土）

６１内野山小学校体育館内野山猿島町午後２時から５月２３日（日）

３７弓馬田小学校体育館弓馬田岩井市午後７時から５月２３日（日）

７３飯島コミュニティセンターいなほの里飯島岩井市午後７時から５月２７日（木）

７１神大実小学校体育館神大実岩井市午後７時から５月２８日（金）

６８七郷小学校体育館七郷岩井市午後７時から５月２９日（土）

８０中川小学校体育館中川岩井市午前１０時から５月３０日（日）

５５長須小学校体育館長須岩井市午後７時から５月３０日（日）

２３０境町中央公民館森戸境町午後７時から６月２日（水）

３６岩井市立総合体育館卓球場岩井第１岩井市午後７時から６月３日（木）

２８０境町中央公民館長田境町午後７時から６月５日（土）

１０５七重小学校体育館七重岩井市午後２時から６月６日（日）

９８岩井市民音楽ホール（ベルフォーレ）岩井第２岩井市午後７時から６月６日（日）

２５５境町中央公民館静境町午後７時から６月７日（月）

４５７境町中央公民館境境町午後７時から６月８日（火）

３９５境町中央公民館猿島境町午後７時から６月９日（水）

２，５６６計

６２３岩井市

３２６猿島町

１，６１７境町



　○境町長からの要望文書

 平成１６年７月９日　

　岩井市長　石　塚　仁太郎　様

　猿島町長　野　口　正　夫　様

 境町長　野　村　康　雄　　

岩井市・猿島町・境町合併協議会開催休止について（お願い）

　貴職におかれましては，当合併協議会の運営が円滑に運営されるよう，常日頃から，深いご理解

のもと，何かとご指導ご尽力を賜り心から厚く御礼申し上げます。

　さて，すでに新聞報道等でご承知のこととは存じますが，境町における市町村合併に関する事に

つきまして，私からご説明させて頂きたいと存じます。

　去る７月５日，平成１６年第４回境町議会臨時会が開催され，「岩井市及び猿島町と合併することに

ついて町民の意思を問う住民投票実施を求める決議案の採択について」の議案が提出され，賛成多

数で可決された結果，町宛に決議書が送付されました。

　これは，住民投票執行を求める，町民１１，７５８名の署名が町あて提出されたことが要因であります

が，議会決議とともに，これらを熟慮いたしました結果，話し合いによる解決は困難であり，住民

投票は避けられないものと判断するに至っております。

　早急に作業を開始するにいたしましても，今後，住民投票が完了するまでには，説明会をはじめ，

概ね２か月を要すると思われ，この間，当合併協議会の休止をお願いさせて頂きたいと存じます。

　１６回の協議会を重ね，基本４項目は勿論，３８の協定項目がほぼ承認された今，岩井市及び猿島町

の皆様に対しましては，この時期に大変なご迷惑をおかけすることとなり，休止をお願いすること

は，副会長の立場としても，誠に痛恨の極みではありますが，何とぞ諸事情をご賢察のうえ，ご理

解賜りますようよろしくお願い申し上げます。

　○岩井市長，猿島町長からの申し入れ書

合併協議に関する申し入れ書

　岩井市，猿島町，境町においては，平成１７年３月の合併特例法期限内の合併を目指して，法定合

併協議会を設置し，これまで１６回にわたる協議会を開催し，委員が慎重に協議を重ね，同意を見，

基本４項目をはじめほぼ協議事項も整い，合併協定書の調印を目前とするまでにいたったところで

あるが，今回の境町の合併についての住民投票をめぐる動きによって，境町長から口頭による岩井

市・猿島町・境町合併協議会の休止要請がなされているところである。このことは，今後の１市２

町の合併推進に大きな影響を及ぼすものである。

　よって，岩井市並びに猿島町としては，次のことを境町に申し入れる。

記

１　住民投票実施の有無並びに法定合併協議会の休止要請について，速やかに文書をもって明らか

にされたい。

２　１市２町合併推進事務の時間的な問題もあり，住民投票を実施される場合には，早期に住民投

票を行い，境町議会の意向も含めて，本年９月中には結論をだされたい。

－ ４８ －



３　従来どおり，１市２町の合併推進を基本として継続していくものとするが，住民投票の結果に

よっては，１市２町の合併が困難となる場合も想定されることから，岩井市と猿島町の法定合併協

議会の設置及び合併の推進も検討せざるを得ない。

　平成１６年７月９日

 岩井市長　石　塚　仁太郎　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 猿島町長　野　口　正　夫　　

　境町長　野　村　康　雄　殿

経過について

〔平成１６年３月１８日〕境町議会において，「岩井市及び猿島町と合併することについて町民の意志を問う住民

投票条例」を可決。

〔平成１６年７月５日〕境町議会において，「岩井市及び猿島町と合併することについて町民の意志を問う住民

投票実施を求める決議案の採択について」の議案を可決。

〔平成１６年９月１２日〕境町で「岩井市及び猿島町と合併することについて町民の意志を問う住民投票」を実

施。

　開票の結果，反対８，６９９票，賛成６，１２４票で反対票が賛成票を上回る。

〔平成１６年９月２４日〕境町長から，岩井市長，猿島町長に対して，１市２町の合併協議会（岩井市・猿島町・

境町合併協議会）からの離脱の申し入れ。

�　住民説明会

①期　　間　平成１６年７月２６日～３０日（７回）

②出 席 者　会長，副会長，合併協議会委員，助役，収入役，教育長，合併担当課，合併協議会事務局等

③説明内容　岩井市・猿島町での合併推進について

５　岩井市・猿島町・境町合併協議会の廃止
　

　境町の住民投票の結果反対多数となり，これを尊重することとした境町から，岩井市及び猿島町に「岩井

市・猿島町・境町合併協議会」からの離脱の申し入れが行われた。

　これを受け，平成１６年１２月定例議会において，岩井市，猿島町及び境町それぞれで，地方自治法第２５２条の

６の規定に基づく合併協議会の廃止議案が可決された。

－ ４９ －

参加人数会　　場地区名日　　時

４３神大実小学校体育館飯島・神大実岩井市
午後７時から７月２６日（月）

１１３逆井山小学校体育館逆井・山猿島町

７６沓掛小学校体育館沓掛猿島町午後７時から７月２７日（火）

２６内野山小学校体育館内野山猿島町午後７時から７月２８日（水）

５３南中学校体育館七郷・中川岩井市
午後７時から７月２９日（木）

７０生子菅小学校体育館生子・菅谷猿島町

７４岩井中学校体育館弓馬田・長須・七重・岩井岩井市午後７時から７月３０日（金）

４５５計

１７０岩井市

２８５猿島町



　平成１６年１２月２２日付で「岩井市・猿島町・境町合併協議会」は廃止された。

　

 岩企企発第１０５号　

 猿 企 発 第４４６号　

 境 企 発 第１１７号　

 平成１６年１２月２０日　

　茨城県知事　橋　本　昌　様

 岩井市長　　石　塚　仁太郎　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 猿島町長　　野　口　正　夫　　

 境 町 長　　野　村　康　雄　　

岩井市・猿島町・境町合併協議会の廃止について（届出）

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の６の規定に基づき，平成１６年１２月２２日をもって岩井

市・猿島町・境町合併協議会を廃止するので，別添の書類とともにお届けします。

添付書類

　１　合併協議会を廃止した理由書

　２　合併協議会廃止に関する協議書の写し

　３　関係市町議会の議決証明書

　４　関係市町告示書の写し

　

岩井市・猿島町・境町合併協議会廃止理由書

　平成１５年５月１４日に「岩井市・猿島町・境町合併協議会」を設置し，委員構成３０人によります，

合併に関します協議検討を進めてきたところでございますが，境町から「岩井市及び猿島町と合併

することについて町民の意思を問う住民投票」を実施するとのことから，平成１６年７月９日に開催

された第１７回合併協議会において，「岩井市・猿島町・境町合併協議会の休止」の申し入れがあり，

同協議会での協議の結果，休止がされたところであります。

　そして，平成１６年９月１２日に行われた境町の住民投票の結果は投票率６７．７７％で反対多数となり，

これを尊重することとした境町から，平成１６年９月２４日，岩井市及び猿島町に「岩井市・猿島町・

境町合併協議会」からの離脱の申し入れが行われました。

これを受けまして，１市２町の合併協議会の廃止に向けた事務を進めてまいりました中，平成１６年１２

月定例議会において，岩井市，猿島町及び境町それぞれで，地方自治法第２５２条の６の規定に基づく

合併協議会の廃止議案が可決されましたことから，平成１６年１２月２２日付で「岩井市・猿島町・境町

合併協議会」の廃止をするものであります。

　

岩井市・猿島町・境町合併協議会の廃止に関する協議書

　岩井市，猿島町及び境町（以下「１市２町」という。）は，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

２５２条の６の規定により，岩井市・猿島町・境町合併協議会（以下「協議会」という。）の廃止につ

いて協議を行った結果，下記のとおりとする。

－ ５０ －



記

１　協議会は，平成１６年１２月２２日をもって廃止するものとする。

２　協議会の収支は，協議会規約第１９条の規定により，会長であった者がこれを決算するものとす

る。

３　決算により生じた剰余金，及び協議会の備品については，１市２町に対して均等にこれを配分す

るものとする。

　この協議の証として，本書３通を作成し，各１通を所持する。

　　平成１６年１２月２０日

 岩井市長　　石　塚　仁太郎　　

 猿島町長　　野　口　正　夫　　

 境 町 長　　野　村　康　雄　　

議案第８０号

岩井市・猿島町・境町合併協議会の廃止について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の６の規定に基づき，岩井市・猿島町・境町合併協議

会を平成１６年１２月２２日をもって廃止するものとする。

　　　平成１６年１２月１７日提出

 岩井市長　　石　塚　仁太郎　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

議案第５８号

　　　

岩井市・猿島町・境町合併協議会の廃止について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の６の規定に基づき，岩井市・猿島町・境町合併協議

会を平成１６年１２月２２日をもって廃止するものとする。

　　　平成１６年１２月８日提出

 猿島町長　　野　口　正　夫　

　

議案第７０号

岩井市・猿島町・境町合併協議会の廃止について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の６の規定に基づき，岩井市・猿島町・境町合併協議

会を平成１６年１２月２２日をもって廃止する。

－ ５１ －



　　　平成１６年１２月７日提出

 境町長　　野　村　康　雄　　

（提案理由）

　平成１５年５月１４日に設置された岩井市・猿島町・境町合併協議会について，住民投票の結果，合

併をしないこととなったため，地方自治法の規定により提案するものである。

岩井市告示第１３３号

岩井市・猿島町・境町合併協議会の廃止について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の６の規定に基づき，平成１６年１２月２２日をもって岩井

市・猿島町・境町合併協議会を廃止する。

　　　平成１６年１２月２０日

 岩井市長　　石　塚　仁太郎　　

猿島町告示第４２号

岩井市・猿島町・境町合併協議会の廃止について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の６の規定に基づき，平成１６年１２月２２日をもって岩井

市・猿島町・境町合併協議会を廃止する。

　　　平成１６年１２月２０日

 猿島町長　　野　口　正　夫　　

境町告示第９０号

岩井市・猿島町・境町合併協議会の廃止について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の６の規定に基づき，平成１６年１２月２２日をもって岩井

市・猿島町・境町合併協議会を廃止する。

　　　平成１６年１２月２０日

 境町長　　野　村　康　雄　　

経過について

〔平成１６年１２月２０日〕岩井市・猿島町・境町合併協議会の廃止について，県知事届出。

〔平成１６年１２月２２日〕岩井市・猿島町・境町合併協議会の廃止。

－ ５２ －
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